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女性の就労に対する大学生の態度に及ぼすメッセージの効果

蔵永 瞳・小田 遥・深田博己・樋口匡貴

Effects of a message on the attitudes toward women's working among undergraduate students 

Hitomi KuranagaヲHarukaOda，回romiFukada， and Masataka Higuchi 

大学生に我が国の経済状況の厳しさを呈示することによって，女性の就労に対する

態度を肯定的な方向に変容させることを試みた。メッセージ(有り，無し)と実験参

加者の性(男性，女性)を独立変数とする 2要因実験参加者間計画であり，従属変数

として女性の就労に対する 2種類の態度を事前一事後測定法により測定した。本研究

で用いたメッセージは，女性の就労に対する希望を変容させるとL、う直接的な効果は

もたなかったものの，男女の性役割態度を平等志向的方向へと変容させる効果をもつ

ことが示された。

キーワード:女性の就労，性役割態度，大学生，態度変容，メッセージ効果

問題

我が国における女性の労働力率は， 20代後半から 30代で下降する (Figure1参照)。我が国が活

力ある経済・社会を創造していくためにはあらゆる分野で女性の参画を進めることが重要であるこ

とを考慮すると(内閣府男女共同参画局， 2008)，働き盛りの 20代後半から 30代にかけての女性の

労働力率の低下は，我が国の発展を抑制するおそれがある。本研究は，大学生に我が国の経済状況

の厳しさを呈示することによって，女性の就労に対する態度を肯定的な方向に変容させようと試み

たアクション・リサーチである。
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Figure 1.平成2昨における女性の年齢階級別労働力率(内閣府男女封同参画局，2∞9)
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方法

実験計画と実験参加者

実験は，メッセージ内容(メッセージ有り実験群，メッセージ無し統制群)と実験参加者の性(男

性，女性)の2要因実験参加者間計画とした。実験群に対しては，我が国における子どもの教育費，

住居費，老後資金について経済状況の厳しさを訴える内容のメッセージを呈示し，統制群に対して

は，経済状況とは無関係のメッセージを呈示した。実験参加者は大学生 85名(男性41名，女性44

名)であり，実験群と統制群に無作為に配置された。実験群は41名(男性20名，女性21名)で平

均年齢21.41歳 (SD= 0.77)，統制群は44名(男性21名，女性23名)で平均年齢2l.70歳 (SD= l.07) 

であった。

実験手続き

実験操作およひe従属変数の測定は全て小冊子で、行った。小冊子の構成は， ①表紙，②女性の就労

に対する希望の事前測定，③性役割態度の事前測定，④メッセージの呈示，⑤メッセージ評価の測

定，⑤経済状況の認識の測定，⑦女性の就労に対する希望の事後測定，⑧性役割態度の事後測定，

⑨年齢と性別の測定で、あった。

メッセージ

実験群に呈示するメッセージは，子どもの教育費，住居費，老後資金の 3つの内容から構成され

た(実際に呈示したメッセージはAppendix参照)。まず子どもの教育費に関しては，小学校，中学

校，高校，大学の4つの学校種別に必要となる金額を呈示し，子ども l人あたりにかかる教育費は

800~1200 万程度，子ども 2 人では 1600~2400 万となることを明示した。子どもの教育費に関する

情報は，独立行政法人日本学生支援機構 (2006)の「平成 18年度学生生活調査」結果，文部科学省

(2006)の「平成 18年度子どもの学習費調査結果J，および荻原 (2008)を参考にした。

次に住居費に関しては，一戸建てを購入した場合とマンションを購入した場合それぞ、れについて，

購入代金が 4000万円であった場合を例に，ローン金平1]，リフォームにかかる費用，維持費に関して

具体的に必要となる費用を呈示し，それらを全て含めた場合，住居費は l億円程度となることを明

示した。住居費に関する情報は，日経ビジネスアソシエ (2009) を参考にした。

老後資金に関しては，老後必要となる生活費や夫婦の年金収入を具体的に呈示し，年金生活とな

った場合，共働き家庭は毎月 l千円程度の赤字になるのに対して，専業主婦家庭では毎月 6万円近

い赤字となり， 20年後には物価の上昇で毎月の赤字は 11万4千円になるおそれがあることを明示

した。また，平均給与は現在下降していること，現在では半数が共働き世帯がであることも併せて

呈示した。平均的な年金収入や老後の生活費に関しては総務省 (2007)の「家計調査年報(家計収

支偏)平成 19年」および荻原(2008)を，物価の上昇を考慮した場合の毎月の赤字の予想、は荻原(2008)

色平均給与の下降に関しては国税庁 (2008)の「平成20年分民間給与実態統計調査結果」を，共

働きの世帯数に関しては内閣府男女共同参画局 (2008)の「平成20年版男女共同参画白書Jを参考

にした。

なお，教育費に関するメッセージと，老後資金に関するメッセージで呈示した平均年収の情報は，
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いずれも国税庁 (2008)の「平成20年分民間給与実態統計調査」の結果を参考にした。

統制群に対しては，フィラー・メッセージとして経済状況とは無関係の情報である，キャンパス

ガイドのガイド募集メッセージを呈示した。

従属変数

事前一事後測定計画に基づいて測定した従属変数 本研究では女性の就労に対する態度に関わ

る変数として，性役割態度と女性の(対象者が女性の場合には自身の，男性の場合には将来配偶者

となる女性の)就労に対する希望の2種類の態度を測定した。これらの変数は，いずれもメッセー

ジ呈示の前後で、測定を行った。各尺度の具体的な内容を以下に記す。

1)性役割態度:性役割態度を測定する尺度として，鈴木(1994)による平等主義的性役割態度尺

度短縮版 15項目を使用した。この尺度は女性の人生において，妻であり母であることも大事だ

が，仕事をすることもそれと同じくらい重要であるJ， r女性が社会に出て働けば，社会の進歩や発

展にとってもプラスになることが多し、J，r家事や育児をしなければならなし、から，女性はあまり責

任の重い，競争の激しい仕事をしないほうがよい(逆転項目)Jといった項目から成り，得点が高い

ほど平等主義的，つまり，男女の性役割態度に関して平等志向性が高いことを示す。回答段階は「ほ

とんどそう思わない(1点)Jから「かなりそう思う (5点)Jの5段階とした。

2)女性の就労に対する希望:女性は自分自身に関して，男性は自分の配偶者となる女性に関して，

「正規の職員・従業員」と「専業主婦」をそれぞれどの程度希望するか尋ねた。回答段階は「ほと

んど希望しない(1点)Jから「かなり希望する (5点)Jの5段階評定とした。なお回答は，①結婚

するまで，②結婚してから，子どもが生まれるまで，③子どもが生まれてから， 3歳になるまで，

④子どもが 3歳になってから，小学校に入学するまで，⑤子どもが小学校に入学してから，の 5つ

の時期についてそれぞれ尋ねた。

事後測定計画に基づいて測定した従属変数 上記の変数以外に，メッセージに対する実験参加者

の反応として，メッセージ評価と経済状況の認識を測定した。各変数を測定するために用いた具体

的な項目を以下に示す。

1)メッセージ評価:呈示したメッセージに対する評価を，①どの程度納得できるか(ほとんど納

得できなし、 1点~かなり納得できる 5点)，②どの程度分かりやすし、か(ほとんど分からない 1点~

かなり分かりやすい 5点)，③どの程度ためになるか(ほとんどためにならなし、 1点~かなりために

なる 5点)の 3項目で測定した。回答段階はいずれも 5段階であった。

2)経済状況に対する認識:メッセージの内容に合わせて独自に 8項目を作成した。具体的な項目

は，①「子どもを大学まで進学させると，教育費はかなりの額になるん②「子どもが一人でも，教

育費は家計の大部分を占めるJ，③「一般的に，住居費は購入費以外にもローンの金利を占めているJ，

④「住居を買っても，長く住むと維持費がかさむので出費は続く J，⑤「今後は，年金収入だけでは

まともに生活できなくなると予想されるん⑤「老後のために余裕を持って資金を貯めようと思うと，

かなりの努力が必要となるん⑦「専業主婦家庭は共働き家庭に比べ，生活水準を落とさなければな

らなし¥J，⑧「よほど資産のある家庭でないと，専業主婦の妻，会社員の夫，子どもという家庭を維

持するのは難しし、」で、あった。回答段階は「ほとんどそう思わない(1点)Jから「かなりそう思う
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(5点)Jの5段階とした。

結果

メッセージ評価

実験群におけるメッセージ評価の得点について Cronbachのα係数を算出したところ， α.67と

充分な内的一貫性が得られなかったため，メッセージ評価の得点に関しては， 3項目それぞれの得

点について，平均値と標準偏差を算出した (Tab1e1)。メッセージ評価の得点は 1~5 点の 5 段階評

定であり，得点が高いほどメッセージに対して肯定的な評価がなされたことを示す。 Tab1e1より，

いずれの項目に関しでも男女とも 3点以上の平均値が得られていることから，本研究で用いたメッ

セージは，肯定的に評価されたと言えよう。

経済状況に対する認識

経済状況に対する認識の得点、について，実験群と統制群それぞれについて Cronbachのα係数を算

出したところ，実験群では α=.70，統制群では α=.69と，充分な内的一貫性が得られなかったため，

経済状況に対する認識に関しては， 8項目それぞれの得点、を分析対象とした。実験群と統制群にお

ける各項目の男女別の平均値と標準偏差を Tab1e2に示す。

経済状況に対する認識を測定した各項目の得点を従属変数とし，メッセージ(実験群，統制群)

と性別(男性，女性)の2要因の分散分析を行ったところ住居を買っても，長く住むと維持費が

かさむので出費は続く J，r老後のために余裕を持って資金を貯めようと思うと，かなりの努力が必

要となるん「専業主婦家庭は共働き家庭に比べ，生活水準を落とさなければならなし、」という項目

に関して，メッセージの主効果が有意であり(順にF(1， 81)=10.62，pく 01;F(1， 81) = 4.78，p < .05; 

F (1， 81) = 5.50，p < .05)，いずれの項目においても実験群の方が統制群よりも得点が高かった。

しかし残りの 5項目では，実験群と統制群の聞に有意な差が見られなかった。特に，子どもの教

育費に関する経済的な厳しさに関する認識を測定した「子どもを大学まで進学させると，教育費は

かなりの額になるん「子どもが一人でも，教育費は家計の大部分を占める」という項目に関しては，

いずれも実験群と統制群で有意な差がみられなかった。

女性の就労に対する態度

本研究では，女性の就労に対する態度に関わる変数として，性役割態度と女性の就労に対する希

望を測定した。これらはいずれもメッセージの呈示前後に測定を行ったため，以降では，メッセー

ジ呈示後の得点から呈示前の得点を差し引し、て得られる変化得点を分析対象とした。

性役割態度 本研究では，性役割態度を測定する尺度として，鈴木 (994)の平等主義的性役割

態度尺度短縮版を使用した。この尺度は，得点が高いほど平等主義的，つまり，男女の性役割態度

に関して平等志向性が高いことを示す。実験群と統制群における男女別の①メッセージ呈示前得点，

②メッセージ呈示後得点，③メッセージ呈示後から呈示前の得点を差し引し、た変化得点，の平均値

と標準偏差を Tab1e3に示す。

性役割態度の変化得点を従属変数として，メッセージ(実験群，統制群)と性別(男性，女性)
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Table 1 実験群におけるメッセージ評価の平均値(標準偏差)

項目 男性 女性

l納得できないー納得できる

2分からない←分かりやすい

3.ためにならない ためになる

4.15 (0.67) 

3.85 (0.99) 

4.05 (0.76) 

注)得点が高いほど，肯定的な評価であることを示す。

Table 2経済状況に対する認識の平均値(標準偏差)

実験群

男性 女性

1.子どもを大学まで進学させると，教育費はかなりの 4.55 4.67 

額になる (0.76) (0.73) 

2子どもが一人でも，教育費は家計の大部分を占める
3.80 3.67 

(0.70) (0.97) 

3.一般的に，住居費は購入費用以外にローンの金利が 3.85 3.48 

大部分を占めている (0.81) (1.03) 

4.住居を買っても，長く住むと維持費がかさむので出費 4.05 3.86 

は続く (0.60) (1.06) 

5.今後は，年金収入だけではまともに生活できなくなる 4.15 4.14 

と予想される (0.93) (0.65) 

6老後のために余裕を持って資金を貯めようと思うと， 4.30 4.33 

かなりの努力が必要となる (0.66) (0.91 ) 

7.専業主婦家庭は共働き家庭に比べ，生活水準を落とさ 3.70 3.24 

なければならない (0.98) (1.14) 

8よほど資産のある家庭でないと，専業主婦の妻， 3.45 3.57 

会社員の夫，子どもという家庭を維持するのは難しい (1.15) (1.21) 

Table 3 平等主義的性役割態度の平均値(標準偏差)

3目81 (0目81)

4目05(0.38) 

4.24 (0.77) 

統制群

男性 女性

4.57 4.65 

(0.60) (0.49) 

3.67 4.00 

(0.91) (0.80) 

3.38 3.60 

(0.67) (0.58) 

3.19 3.43 

(0.93) (0.95) 

3.95 4.17 

(0.74) ( 1.07) 

3.86 3.96 

(0.73) ( 1.07) 

2.95 2.78 

(1.12) (1.41 ) 

3.05 3.57 

(1.02) (1.12) 

実験群 統制群

男性 女性 男性 女性

呈示前 51.45 (7.69) 57.00 (6.42) 55.00 (7.11) 57.22 (7.53) 

呈示後 53.45 (6.25) 59.33 (6.66) 55.38 (7.04) 58.13 (7.84) 

変化得点 2.00 (2.81) 2.33 (3.97) 0.38 (2.16) 0.91 (2.09) 

の2要因の分散分析を行ったところ，メッセージの主効果が有意で‘あり (F(l，81)= 6目07，p < .01) ， 

実験群の方が統制群よりも有意に変化得点が大きかった。実験群における変化得点の平均値は2.17，

統制群における変化得点の平均値は 0.66であることから，実験群の方が統制群よりも男女の性役割

態度に関して平等志向性が高まったと言える。

女性の就労に対する希望 本研究では，女性の就労に対する希望の測定として，女性は自分自身

に関して，男性は自分の配偶者となる女性に関して正規の職員・従業員」と「専業主婦j をそれ
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ぞれどの程度希望するかを尋ねた。またこの質問に関しては，①結婚するまで，②結婚してから，

子どもが生まれるまで，③子どもが生まれてから， 3歳になるまで，④子どもが 3歳になってから，

小学校に入学するまで，⑤子どもが小学校に入学してから，の 5つの時期それぞれについて回答を

求めた。実験群と統制群における各時期の①メッセージ呈示前得点，②メッセージ呈示後得点，③

メッセージ呈示後から呈示前の得点を差し引し、た変化得点，の平均値と標準偏差を Table4および

Table 5に示す。

なお正規の職員・従業員」と「専業主婦」それぞれの変化得点を従属変数として， 5つの時期

ごとにメッセージ(実験群，統制群)と性別(男性，女性)の2要因の分散分析も行ったが，有意

な主効果および交互作用は得られなかった。

考察

メッセージに対する実験参加者の反応

本研究では，大学生に我が国の経済状況の厳しさを呈示することによって，女性の就労に対する

態度を肯定的な方向に変容させることを試みた。検討の結果，本研究で用いたメッセージに対して

は比較的肯定的な評価がなされていたものの，経済状況に対する認識に関しては，実験群と統制群

の間であまり有意な差がみられなかった。特に子どもの教育費に関する測定項目に関しては，測定

した2項目いずれも実験群と統制群との間に有意な差がなかった。

ただし，本研究においては経済状況に対する認識をメッセージ呈示後のみで測定したため，経済

状況に対する認識に関する上記の結果が，呈示したメッセージの内容の違いのみを反映したもので

あるとは言い難い。実験群と統制群における経済状況に対する認識の違いは，実験群と統制群のメ

ッセージ呈示前の経済状況に対する認識の違いを反映している可能性がある。本研究では対象者へ

の負担を考慮し，経済状況に対する認識に関してはメッセージ呈示後のみ測定を行ったが，本研究

で使用したメッセージが経済状況の認識に対してどのような影響を持つのかに関しては，今後の検

討が求められる。

メッセージが女性の就労に対する態度に及ぼす影響

本研究で呈示したメッセージ効果の測定変数として最も重要である，女性の就労に対する希望の

変化得点に関しては，実験群と統制群との聞に有意な得点の差は得られなかった。しかし，性役割

態度の変化得点に関しては，実験群の方が統制群よりも平等志向性が高まるとし、う結果が得られた。

このことから，本研究で用いたメッセージは，女性の就労に対する希望を肯定的なものに変容させ

るという直接的な効果までは持っていなかったものの，男女の性役割態度に関する平等志向性を高

めるとし、う間接的な効果は持っていたと言える。

今後の課題

先に，本研究で使用したメッセージが経済状況の認識に対してどのような影響を持つのかに関し

ては，本研究の結果から明確な結論を述べることができないことを述べたが，今後はこの点に関し

て検討を行う必要があると考えられる。その際に，メッセージのどの部分の内容が有効で、あり，ど
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Table 4 

時期

女性が「正規の職員・従業員」として働くことに関する希望の平均値(標準偏差)

実験群 統制群

男性 女性 男性 女性

l結婚するまで 呈示後

呈示前 4.20 (0.83) 4.81 (0.40) 3.86 (0.73) 4.91 (0.29) 

4.20 (0.83) 4.90 (0.30) 3.81 (0.81) 4.96 (0.21) 

変化得点

呈示前
2.結婚してから，

子どもが生まれるまで
呈示後

変化得点

呈示前
3子どもが生まれてから，

3歳になるまで
呈示後

変化得点

呈示前
4.子どもが3歳になってから，

小学校に入学するまで
呈示後

変化得点

)
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3.38 (0.74) 4.65 (0.71) 
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4.05 (0.89) 4.76 (0.54) 3.29 (1.15) 4.70 (0.70) 

0.10 (1.02) 0.24 (0.54) ・0.10(0.70) 0.04 (0.56) 

2.65 (1.14) 2.90 (1.34) 2.62 (1.07) 3.00 (1.31) 

2.80 (1.06) 3.14 (1.28) 2.81 (1.21) 3.13 (1.32) 

015 (1.31) 0.24 (0.77) 0.19 (0.51) 0.13 (0.63) 

3.10 (1.12) 3.76 (1目00) 2.90 (1.14) 3.70 (1.22) 

3.10 (1.02) 4.00 (1.00) 3.00 (1.18) 3.57 (1.41) 

0.00 (0.92) 0.24 (0.77) 0.10 (0.54) ・0.13(0.46) 

5.子どもが小学校に

入学してから
呈示後

呈示前 3目60(0.75) 4.19 (0目87) 3.33 (1.02) 4.13 (1.01) 

変化得点

3.90(0.91) 4.38 (0.74) 3.38 (0.86) 4.22 (1.00) 

0.30 (0.98) 0.19 (0.60) 0.05 (0.59) 0.09 (0.42) 

Table 5 

時期

女性が「専業主婦Jとして働くことに関する希望の平均値(標準偏差)

実験群 統制群

男性 女性女性 男性

呈示前 2.05 (0.94) 1.67 (0.86) 2.62 (0.59) 1.26 (0.45) 

呈示後 1.90 (0.91) 1.43 (0.81) 2.43 (0.87) 1.30 (0目70)

変化得点 ・0.15(0.93) ・0.24(0目89) -0.19 (0.60) 0.04 (0.71) 

呈示前 2.55 (1.10) 2.00 (1.14) 2.81 (0.87) 1.87 (1.18) 

1結婚するまで

2.結婚してから，

子どもが生まれるまで
皇示後 2.20 (1.06) 1.71 (0.90) 2.95 (1.07) 1.52 (0.79) 

変化得点 ・0.35(1.23) ・0.29(0.90) 0.14 (0.73) ・0.35(0.78) 

呈示前 3.75 (1.12) 3フ1(1.15) 3.62 (0.97) 3.43 (1.47) 

3子どもが生まれてから，

3歳になるまで
呈示後 3.70 (1.42) 3.33 (1.28) 3.57 (1.03) 3.35 (1.56) 

変化得点 ・0.05(1.10) -0.38 (0.67) 圃 0.05(0.74) -0.09 (0.51) 

呈示前 3目的(1.19) 2.86 (1.28) 3.48 (1.08) 2.91 (1.41) 

4子どもが3歳になってから，

小学校に入学するまで
呈示後

変化得点

3.45 (1目36) 2.76 (1.14) 3.33 (1.11) 2.96 (1.30) 

O司00(0.73) ・0.10(0.54) -0.14 (0.48) 0.04 (0.47) 

5.子どもが小学校に

入学してから
呈示後

呈示前 2.80 (1.11) 2.43 (1.03) 3.00 (0.95) 2.39 (1.23) 

2.60 (1.23) 2.19 (0.98) 2.95 (0.92) 2.43 (1.24) 

変化得点 -0.20 (0.77) ・0.24(0.54) -0.05 (0.59) 0.04 (0.47) 
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の部分の内容が有効で、なかったのかを検討することによって，本研究で使用したメッセージの改良

点を明確化することが可能となるだろう。本研究では女性の就労に対する態度を直接的に変容させ

ることはできなかったが，以上の手続きによってメッセージが改良されれば，間接的な効果だけで

なく，直接的な効果を得ることも可能となるだろう。
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Appendix 

実験群に呈示したメッセージ

|ばかにならない!子どもの教育費 |

公立 200万 公立 20011 

公立 141)) 公立 l'lJ.Ji 

公立 156Jj 公立 1561J

公立 300万

797万

寝 aUrIIfI字貸益習い事代金会む

子ども一人でも 800 万~1200 方。

子ども 三人では 1600 万~2400 万に。

下どもには小自由な!日目.いをさせたくない.旅行にも辿れていきたLぃ・~.Il'.っても教育費が家計を圧迫.

特にお金がかかるの11:下どもが大学に入る時期.組は .10代後事-50.1.

二の年代の!lJ惜の平均年収は 663万ド'-1.'人住らしになれば、さらに仕i基りb必!躍に.

|買ってもまだ安心できない !住居費 |

12.6帽

10.000 

骨 制 帽

111 

2 ・岬@
f} 

円
4ρ。。
，..。

戸也τ肌λ マンション附λ
971 1 Jj円 IOOO3f，PI

4000万かけて買っても終わりじゃない。

ト}タルで 1億円程度は覚悟が必要。

l主 liH;t~，可 L 、開い物だが、 ~l って 1.(心 L ていては甘い!

n:mt雪は碩金とローンに}JrJ;主、長く ttめば~ 7 ~ーム資金や維持 fiがかさむ.

30成から 50午1111として 1位円阻皮ば見ておきたい.

子どもの教育費および住居費に関する我が国の経済状況を呈示したメッセージ
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専業主婦家庭 ・共働き家庭年金格差は広がる

60歳以 t!興事現夫州の生前nは約 28方円j月
では 2009年度に 65品墨田人がもらえる年金は?

専業主婦家庭3iH 共働き家庭克12

夫婦の
22.3万円

年金収入(月)
27.9万円

生(活月) 費 28万円 28万円

企5.7万円 企0.1万円

会 I J:.比 40脈問問厚生傷金に..λ.象11':生1f5tに τIifI ~'Io';O}、 のさ え絹誌に ~D 'fllltlf:tlf金1:加入

専業主婦家庭では、年金生活になると毎月 6万円近い赤字に

ι 
三三三一家一臨む
20年後には、物価の上昇で毎月の赤字は 11万4000円に !

65.;lからた州三人で 初 年生きるとして、'1:暗に必要な貯11.'は最低 3000方。
E徒に旅行などの虚味を裂しむよとや.医僚nゃ介議の-f'備持を有えれば 4000万以上必叫になる.
それに対して収入は、Juも給与の尚くなる 50-5-'1蔵でも男性の‘l'均年収は 670Jj. 

手どもの教育t'(に住宅ロ-/と出資は続き.夫のfまぎだけでは 4000万の蛇I'lIl:tムリ ワ

長引く-i-iXで平幼給与はド降してお唖‘平成 20{ji.J.!fは前年l七マイナス 1.7%に.

さらに所符院の扶lH聖除は俊止の告!iれにな旬、専業主M*磁にとっては厳しい払‘況となっている.
鹿住では'1'敬のu!mが共働きであり、時五業主婦は今や一部の富裕府にしか許されない。

老後資金に関する我が国の経済状況を呈示したメッセージ
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